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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

提出会社の状況

回次 第38期 第39期 第40期 第41期 第42期

決算年月 平成23年１月 平成24年１月 平成25年１月 平成26年１月 平成27年１月

売上高 （千円） 2,089,115 1,981,568 2,000,029 2,028,394 2,022,549

経常利益 （千円） 104,316 59,019 78,636 94,929 177,850

当期純利益 （千円） 101,483 41,525 61,551 94,442 171,769

持分法を適用した場合の

投資利益
（千円） － － － － －

資本金 （千円） 100,000 100,000 100,000 100,000 100,000

発行済株式総数 （株） 16,540 16,540 16,540 16,540 16,540

純資産額 （千円） 12,523,496 12,564,334 12,630,151 12,722,441 12,896,661

総資産額 （千円） 12,893,327 12,928,226 12,979,923 13,128,061 13,333,921

１株当たり純資産額 （円） 1,300,043.06 1,304,282.36 1,311,114.69 1,320,695.12 1,338,780.61

１株当たり配当額

（円）

－ － － － －

（うち１株当たり中間配当

額）
(－) (－) (－) (－) (－)

１株当たり当期純利益 （円） 10,534.80 4,310.64 6,389.59 9,803.93 17,831.09

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益
（円） － － － － －

自己資本比率 （％） 97.1 97.1 97.3 96.9 96.7

自己資本利益率 （％） 0.81 0.33 0.48 0.74 1.34

株価収益率 (倍） － － － － －

配当性向 （％） － － － － －

営業活動によるキャッシュ・

フロー
（千円） 259,598 244,478 254,556 292,015 337,522

投資活動によるキャッシュ・

フロー
（千円） △149,178 △421,244 90,904 △219,760 △373,930

財務活動によるキャッシュ・

フロー
（千円） △50,887 △10,473 △890 △1,747 △1,901

現金及び現金同等物の期末

残高
（千円） 876,173 688,934 1,033,504 1,104,011 1,065,702

従業員数
（人）

133 135 133 130 130

［外、平均臨時雇用者数］ [104] [103] [100] [96] [99]
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（注）１．当社は連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については

記載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社が存在しないため記載しておりません。

４．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

５．株価収益率については、当社株式は非上場のため、記載しておりません。
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２【沿革】

年月 事項

昭和48年２月 会社設立

昭和48年４月 富士カントリー㈱よりゴルフ場（可児第１コース）を購入し、ゴルフ場経営を開始する。

昭和48年８月 可児第１コース（志野コース）を本オープンする。

昭和49年５月 可児第２コース（織部コース）を本オープンする。

昭和50年10月 可児第３コース（美濃コース）を本オープンする。

昭和59年９月 志野・織部両コースは可児ゴルフ場、美濃コースは、美濃ゴルフ場として営業を開始する。

昭和59年10月 美濃ゴルフ場９ホール増設オープンする。

昭和60年６月 可児ゴルフ場　黄瀬戸コース９ホールオープンする。

昭和62年11月 可児ゴルフ場　黄瀬戸コース10ホール増設しエキストラホールを含む19ホールとして仮オープン

する。

昭和63年５月 可児ゴルフ場　黄瀬戸コースを本オープンする。

平成16年11月 富士カントリー㈱より、可児ゴルフ場及び美濃ゴルフ場の食堂売店ロッジ部門の営業を譲受ける。

平成18年７月

平成20年８月

株式会社可児ゴルフ倶楽部に商号変更する。

可児ゴルフ場　志野コースを全面改装オープンする。

 

 

 

３【事業の内容】

当社の事業はゴルフ場の経営を主たる事業とし、併せてゴルフ用品の販売、ゴルフ場の食堂売店ロッジの経営等の

事業活動を展開しております。

なお、当社はゴルフ場の経営及びこれに付随する事業を営む単一セグメントであるため、セグメント別の記載を省

略しております。

［事業系統図］

以上述べた事項を事業系統図によって示すと次のとおりであります。
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４【関係会社の状況】

該当事項はありません。

 

５【従業員の状況】

(1）提出会社の状況

平成27年１月31日現在
 

従業員数（人） 平均年齢 平均勤続年数 平均年間給与（千円）

130（ 99 ） 41歳 ０ヶ月 ８年 ２ヶ月 3,364

（注）１．従業員数は就業人員数であり、臨時雇用者数は、年間の平均人員を（　）外数で記載しております。

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

３．当社は、ゴルフ場の経営及びこれに付随する事業を営む単一セグメントであるため、セグメント別の従業員

数の記載を省略しております。

 

(2）労働組合の状況

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1)業績

当事業年度におけるわが国経済は、大胆な金融政策などの効果で円高が是正され、株価は上昇しましたが、４月の消

費税率引き上げ後の需要の持ち直しの鈍さなどもあり、不透明感のあるなかで推移しました。

ゴルフ場業界においては、消費税率引き上げによる需要変動が読みづらい不安感が漂うなか、ゴルフ人口の減少に伴

う競争の激化で客単価の下落傾向に歯止めがかからない状況に加え、冬季の大雪や度重なる台風の上陸等の天候不順の

影響もあり、引き続き厳しい経営環境におかれました。

このような状況のもと、当社は、前事業年度に発足した営業部を中心に営業力の強化を図り、企業等への積極的な訪

問活動を行い、プライベートコンペの誘致をはじめ、新規顧客の獲得に取り組むとともに、各ゴルフ場において、季節

や曜日に応じたリーズナブルで魅力あるイベントを開催して収益の確保に努めました。

また、女性の来場者比率が高い美濃ゴルフ場の女性用浴室・パウダールーム・トイレのリニューアル工事の実施と併

せ、毎週木曜日のレディスデーを新たにスタートさせて、女性のお客さまの満足度向上に取り組みました。このほか、

美濃ゴルフ場打球練習場の改修、コース内トイレの新設、可児ゴルフ場レストラン空調設備の更新等を行うなど、プ

レー環境の整備を進めました。

レストラン営業においては、スタッフの活性化を図り、各ゴルフ場で好評のイベントを開催して売上の確保に努める

一方、お客さまに安心して食事をお召し上がりいただくため、食材の安全管理の徹底や毎月の安全衛生点検を実施しま

した。

また、企業価値の一層の向上を実現するため、志野コースにおいて６月に「富士カントリー可児クラブチャレンジ

カップ」、11月に「サードクォリファイングトーナメント」、８月に岐阜県ゴルフ連盟主催の「岐阜県クラブ対抗競

技」等を開催しました。特に「富士カントリー可児クラブチャレンジカップ」を５年連続で開催したことにより、クラ

ブの知名度向上と従業員のスキルアップを図ることができたと考えております。

当事業年度の業績につきましては、可児、美濃両ゴルフ場で来場者数が189,513人（前年同期比1.6％減）、売上高は

2,022,549千円（前年同期比0.2％減）となりましたが、労務費、経費の減少により、営業利益は149,654千円（前年同期

比121.8％増）、経常利益は177,850千円（前年同期比87.3％増）、当期純利益は171,769千円（前年同期比81.8％増）と

なりました。

セグメントの業績については、ゴルフ場の経営及びこれに付随する事業を営む単一セグメントであるため、記載を省

略しております。

 

(2)キャッシュ・フロー

当事業年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前事業年度末に比べ38,309千円減少し、当事

業年度末には1,065,702千円（前年同期比3.4％減）となりました。

また当事業年度中の各キャッシュ・フローは次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当事業年度において営業活動の結果獲得した資金は337,522千円（前年同期比15.5％増）となりました。

これは主に税引前当期純利益176,224千円及び減価償却費131,765千円による資金の内部留保及び、未払消費税の増加

26,396千円によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当事業年度において投資活動の結果使用した資金は373,930千円（前年同期比70.1％増）となりました。

これは主に定期預金預入570,000千円、ゴルフ場設備の設備投資113,679千円、投資有価証券の取得110,952千円及び

有価証券の取得100,000千円であったのに対し、定期預金払戻しが460,000千円、有価証券の償還による収入50,000千円

であったことによるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当事業年度において財務活動の結果使用した資金は1,901千円（前年同期比8.7％増）となりました。

これは入会預り保証金1,296千円及び、リース債務604千円の返済によるものであります。
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２【仕入及び販売の状況】

当社は、ゴルフ場の経営及びこれに付随する事業を営む単一セグメントであるため、以下の記載についてはゴルフ

場別に記載しております。

(1）商品仕入実績

当事業年度の商品仕入実績（プロショップ仕入）をゴルフ場別に示すと次のとおりであります。

ゴルフ場別
第42期

（自　平成26年２月１日
至　平成27年１月31日）

前年同期比（％）

可児ゴルフ場（千円） 21,824 98.1

美濃ゴルフ場（千円） 7,738 93.0

　計（千円） 29,563 96.8

（注）　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(2）原材料仕入実績

当事業年度の原材料仕入実績（レストラン食材等）をゴルフ場別に示すと次のとおりであります。

ゴルフ場別
第42期

（自　平成26年２月１日
至　平成27年１月31日）

前年同期比（％）

可児ゴルフ場（千円） 102,615 99.8

美濃ゴルフ場（千円） 51,502 99.0

　計（千円） 154,118 99.5

（注）　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

(3）販売実績

当事業年度の販売実績をゴルフ場別に示すと次のとおりであります。

ゴルフ場別
第42期

（自　平成26年２月１日
至　平成27年１月31日）

前年同期比（％）

可児ゴルフ場 プレー収入　　　 （千円） 878,939 97.4

 レストラン収入　 （千円） 283,242 98.8

 商品売上収入　　 （千円） 30,379 101.9

 
その他の収入　　 （千円）

（ロッカー専有料）
395 123.4

小計　　　（千円） 1,192,956 97.8

美濃ゴルフ場 プレー収入　　　 （千円） 399,995 101.1

 レストラン収入　 （千円） 138,023 99.0

 商品売上収入　　 （千円） 10,148 97.6

小計　　　（千円） 548,167 100.5

登録料収入　　　　　　　　　　　　（千円） 121,000 116.6

年会費収入　　　　　　　　　　　　（千円） 160,426 99.8

合計　　　（千円） 2,022,549 99.7

（注）　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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３【対処すべき課題】

ゴルフ場業界においては、2016年のリオデジャネイロ五輪でのゴルフ競技実施を１年後に控え、明るい期待が膨

らむ一方で、団塊世代のゴルフ離れによるゴルフ人口の減少が加速すると懸念される「2015年問題」に直面し、ゴ

ルフ場間の顧客獲得競争は一段と激しさを増すものと予測されます。

このような厳しい経営環境のなか、安定した収益を確保し、異常気象や自然災害にも耐えうる強い経営基盤を維

持していくことが当社の最重要課題であります。

このような課題に対処するために、当社は、交通アクセスに恵まれた立地、81ホールのスケールに特色あるコー

スと充実した施設をあわせ持つ”富士カントリー可児クラブの強み”を充分に活かし、多様化するゴルファーの

ニーズに対応する付加価値の高いサービスを提供し、業績の向上に向け鋭意努力してまいります。

また、お客さまに安全でスムーズなプレーをお楽しみいただくため、可児ゴルフ場織部コースに電磁誘導カート

を導入するのをはじめ、美濃ゴルフ場スタートハウス（西・中・東）のトイレ増設、美濃ゴルフ場中コース６番

ティインググラウンドの防球ネット設置等設備の充実と改善を図るほか、お客さまアンケートや従業員の接遇研修

を実施して、サービスレベルの向上を目指してまいります。

さらに、志野コースにおいて「第15回中部シニアオープンゴルフ選手権競技（10月）」や「サードクォリファイ

ングトーナメント（11月）」等を開催することが決定しており、これらの大会に向けて高いコースコンディション

を維持し、クラブの評価をさらに高められるよう取り組んでまいります。

今後ともお客さまに信頼され、喜ばれるサービスを提供するよう努めてまいります。
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４【事業等のリスク】

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可

能性のある事項には、以下のようなものがあります。当社は、事業等のリスクが発生する可能性を認識した上で、そ

の発生の回避及び発生した場合の対応に努める所存であります。

なお、以下の文中には将来に関する事項が含まれておりますが、当該事項は当事業年度末（平成27年1月31日）時

点において当社が判断したものであります。

（1）経営環境について

ゴルフ場経営においては、景気の変動及び個人消費の動向が、来場者数に大きく影響を与えます。

景気の低迷は売上高を減少させるリスクがあり、またゴルフ場間の過当競争による低料金化により、当社の

業績が影響を受ける可能性があります。

（2）天候による影響について

ゴルフ場経営においては、天候が売上高に大きく影響を及ぼします。特に、台風や積雪といった悪天候によ

る営業休止が発生した場合、来場者の減少により売上高が大きく減少する可能性があります。

また、悪天候によりコースコンディションが損なわれた場合には、多額の復旧費用が発生する可能性があり

ます。

（3）大規模災害による影響について

当社は、岐阜県可児市においてゴルフ場を経営しております。

従いまして同地区において大規模災害が発生して設備の毀損が生じた場合は、休業による売上高の減少及び

多額の復旧費用が発生する可能性があります。

また、設備の毀損が無い場合も周辺市場の混乱によって来場者数が大きく影響を受けることで当社の経営成

績等に影響を及ぼす可能性があります。

 

（4）個人情報の管理について

当社は会員等利用者の個人情報を保有しており、その外部漏洩に関して細心の注意を払っております。

また、従業員に対し情報管理に関する教育を行っておりますが、万一個人情報が漏洩した場合には、信用失

墜により、当社の財政状態及び経営成績に重要な影響を及ぼす可能性があります。
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５【経営上の重要な契約等】

美濃ゴルフ場の賃借契約

美濃ゴルフ場27ホールの内９ホール分の土地は、久々利生産森林組合が所有するものであり、当社はこれを下記

の条件で賃借し、営業を行っております。

(イ) 契約年月日　　　　昭和58年１月14日

(ロ) 賃借資産の内容　　土地398,430㎡

(ハ) 賃借料　　　　　　月額2,088千円

(ニ) 差入保証金　　　　40,000千円

 

６【研究開発活動】

該当事項はありません。

 

７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）重要な会計方針及び見積り

当社の財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている企業会計の基準に基づき作成されておりま

す。また、この財務諸表の作成にあたっては、決算日における財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況

に影響を与えるような経営者の見積り及び予測を必要としております。当社は過去の実績値や状況を踏まえ合理的

と判断される前提に基づき、見積り及び予測を行っております。

(2）財政状態の分析

（資産の部）

当事業年度末の資産の部合計は、前事業年度末と比較して205,860千円(1.5％)増加し、13,333,921千円となりま

した。

流動資産は同233,132千円(15.9％)増加し、1,690,338千円となりました。この主な要因は、現金及び預金21,050

千円及び有価証券210,117千円増加によるものであります。

固定資産は同27,272千円(0.2％)減少し、11,643,583千円となりました。この主な要因は、保険積立金(投資その

他の資産　その他)解約による10,000千円及び有形固定資産18,870千円減少したことによるものであります。

（負債の部）

当事業年度末の負債の部合計は、前事業年度末と比較して31,639千円(7.8％)増加し、437,260千円となりまし

た。

流動負債は同43,493千円(17.5％)増加し、291,961千円となりました。この主な要因は、未払金46,732千円増加に

よるものであります。

固定負債は同11,853千円(7.5％)減少し、145,299千円となりました。この主な要因は、役員退職慰労引当金8,550

千円及び入会預り保証金3,000千円減少したことによるものであります。

（純資産の部）

当事業年度末の純資産の部合計は、前事業年度末と比較して174,220千円(1.3％)増加し、12,896,661千円となり

ました。この主な要因は、当期純利益の計上により繰越利益剰余金171,769千円増加したことによるものでありま

す。

（3）資本の財源及び資金の流動性についての分析

「1 業績等の概要、（2）キャッシュ・フロー」に記載した事項をご参照ください。

（4）経営成績の分析

「1 業績等の概要、（1）業績」に記載した事項をご参照ください。

（5）経営成績に重要な影響を与える要因

「4 事業等のリスク」に記載した事項をご参照ください。
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第３【設備の状況】
当社は、ゴルフ場の経営及びこれに付随する事業を営む単一セグメントであるため、セグメント別の記載を

省略しております。

 

１【設備投資等の概要】

設備投資につきましては、可児ゴルフ場においてはレストラン他空調機更新を行いました。美濃ゴルフ場において

も女性用浴室改修工事及び、女性用トイレ改修工事等を行いました。

これらの設備投資に115,774千円を要しましたが、すべて自己資金をもって充当いたしました。

 

２【主要な設備の状況】

当社は岐阜県内に２ヶ所のゴルフ場を運営しており、主要な設備は以下のとおりであります。

平成27年１月31日現在
 

事業所名
（所在地）

設備の内容

帳簿価額
従業
員数
（人）

建物及び
構築物
（千円）

機械装置
及び運搬具
（千円）

コース勘定
(千円)

土地(千円)
(面積㎡)

リース資産
（千円）

その他
（千円）

合計
（千円）

可児ゴルフ場

（岐阜県可児市）

ゴルフ場

（54ホール）
818,729 16,009 2,262,212

3,966,030

(2,781,749)
576 101,218 7,164,776

101

［68］

美濃ゴルフ場

（岐阜県可児市）

ゴルフ場

（27ホール）
244,987 7,527 1,841,622

1,807,260

(946,493)
－ 22,068 3,923,466

29

［31］

（注）１．帳簿価額のうち「その他」は、工具、器具及び備品であり、建設仮勘定は含まれておりません。なお、金額

には消費税等は含まれておりません。

２．従業員数の［　］は、臨時従業員数を外書しております。

３．上記のほか主要な賃借資産は次のとおりであります。

事業所名
（所在地）

設備の内容 土地の面積（㎡） 年間賃借料（千円）

美濃ゴルフ場

（岐阜県可児市）
コース用地（９ホール） 398,430 25,061

 

３【設備の新設、除却等の計画】

当社の設備投資については、経営環境を総合的に勘案して策定することとしております。

(1）重要な設備の新設、改修

事業所名

（所在地）
設備の内容

投資予定金額

資金調達方法

着手及び完了予定年月
完成後の

増加能力
総額

（千円）

既支払額

（千円）
着手 完了

可児ゴルフ場

（岐阜県可児市）

織部コース

電磁誘導カート化
112,000 － 自己資金 平成27年２月 平成27年８月 －

（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

(2）重要な設備の除却等

経常的な設備の更新のための除却を除き、重要な設備の除却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 10,000

劣後株式 10,000

計 20,000

 

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数（株）
（平成27年１月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成27年４月24日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 9,430 9,430 非上場
（注）1、2、3、

4、5、6

劣後株式 7,110 7,110 非上場
（注）1、3、4、

5、6

計 16,540 16,540 － －

（注）１．発行済株式は、すべて議決権を有しております。

２．発行済株式のうち、クラブ規約に基づき当社の経営するゴルフ場の会員となる資格を有する株式は普通株式

6,740株であります。

３．当社が、剰余金の配当または残余財産の分配をするときは、劣後株式に先だって、普通株式に配当または分

配をなし、普通株式1株の配当額または分配額は、劣後株式35株の配当額または分配額と同等であります。

４．当社の株式の譲渡または取得については、株主または取得者は、取締役会の承認を要します。

５．当社は単元株制度は採用しておりません。

６．会社法第322条第２項に規定する定款の定めはありません。

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高(株)

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額(千円)

資本準備金
残高(千円)

平成22年1月21日

（注）
△11,200 16,540 － 100,000 － 7,799,180

(注）自己株式の消却による減少であります。（普通株式7,310株、劣後株式3,890株）
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（６）【所有者別状況】

①普通株式

平成27年１月31日現在
 

区分

株式の状況

合計
政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人その他

個人以外 個人

株主数(人) － 5 2 1,236 － － 5,122 6,365

所有株式数(株) － 7 2 4,250 － － 5,171 9,430

所有株式数の

割合（％）
－ 0.07 0.02 45.07 － － 54.84 100.00

 

②劣後株式

平成27年１月31日現在
 

区分

株式の状況

合計
政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人その他

個人以外 個人

株主数(人) － － － 3 － － － 3

所有株式数(株) － － － 7,110 － － － 7,110

所有株式数の

割合(％)
－ － － 100.00 － － － 100.00

 

 

（７）【大株主の状況】
 

  平成27年１月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

株式会社房総カントリークラブ 千葉県長生郡睦沢町妙楽寺字直沢2300番地 2,700 16.32

株式会社笠間ゴルフクラブ 茨城県笠間市池野辺2523番地 2,690 16.26

株式会社明智ゴルフ倶楽部 岐阜県恵那市明智町吉良見字西山980番地の２ 2,490 15.05

一般社団法人有報倶楽部 茨城県笠間市池野辺2523番地 1,930 11.66

北斗株式会社 愛知県小牧市郷西町155番地 15 0.09

ユニー株式会社 愛知県稲沢市天池五反田町１番地 12 0.07

北斗総業株式会社 愛知県犬山市丸山天白町157-１ 10 0.06

サンフレッシュ中部株式会社 愛知県西春日井郡豊山町豊場八反107 9 0.05

中京海運株式会社 愛知県名古屋市中区栄１丁目２-１ 8 0.04

株式会社槌屋 愛知県名古屋市中区上前津２丁目９－29 6 0.03

フジパングループ本社株式会社 愛知県名古屋市瑞穂区松園町１丁目50 6 0.03

東久株式会社 愛知県丹羽郡大口町余野１丁目60 6 0.03

計 － 9,882 59.74
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（８）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成27年１月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他）
 普通株式  9,430 9,430

議決権については、権

利内容に限定のない当

社における標準となる

株式

 劣後株式  7,110 7,110 同上（注）

単元未満株式 － － －

発行済株式総数 16,540 － －

総株主の議決権 － 16,540 －

（注）　剰余金の配当または残余財産の分配をするときは、劣後株式に先だって、普通株式に配当または分配をなし、

普通株式１株の配当額または分配額は、劣後株式35株の配当額または分配額と同等となる株式。

 

②【自己株式等】

該当事項はありません。

 

（９）【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　　該当事項はありません。

（１）【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

該当事項はありません。

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

該当事項はありません。

３【配当政策】

当社の配当政策における基本的な考え方は、クラブの会員でもある株主のみなさまにより良いゴルフ場及びその附

帯施設での快適なプレー環境を提供することにより、利益の還元を図っていくこととさせていただいております。

そのため、配当は実施せず、利益は内部留保のうえ、所有するゴルフ場及びその附帯施設の将来の整備、改良等に

備える方針であります。

なお、剰余金の配当の決定機関は株主総会であります。

 

４【株価の推移】

当社株式は非上場でありますので、該当事項はありません。
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５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

取締役社長

（代表取締役）
 遠藤　広康 昭和32年２月14日生

 
昭和55年４月 富士カントリー㈱入社

平成11年10月 当社美濃ゴルフ場支配人

平成13年11月 ㈱広島西カントリー倶楽部代表

取締役総支配人に就任

平成16年８月 ㈱富士カントリー明智ゴルフ

倶楽部総務担当部長

平成16年12月 同社監査役に就任

 当社総務部長

平成17年１月 ㈱広島西カントリー倶楽部代表

取締役社長に就任

平成17年４月 当社取締役総務部長に就任

平成19年５月

平成21年４月

平成22年４月

当社取締役総支配人に就任

当社常務取締役総支配人に就任

当社代表取締役社長に就任

(現任)
 

(注)２
普通株式

1

専務取締役

（代表取締役）

管理業務

本部長
後藤　貴紀 昭和34年10月14日生

 
昭和62年４月 富士カントリー㈱入社

平成15年４月 富士カントリー㈱本社

 財経チーム次長

平成16年11月 当社可児ゴルフ場ハウス部門

 次長

平成17年２月 当社財務部長

平成18年４月

平成21年４月

平成22年４月

当社取締役財務部長に就任

当社常務取締役財務部長に就任

当社代表取締役専務管理業務

本部長に就任（現任）
 

(注)２
普通株式

1

取締役

富士カントリー

可児クラブ

総支配人兼

可児ゴルフ場

支配人

岩瀬　弘 昭和41年9月26日生

 
平成元年４月 富士カントリー㈱入社

平成15年５月 当社可児ゴルフ場副支配人

平成16年11月 当社美濃ゴルフ場支配人

平成20年４月 当社取締役美濃ゴルフ場支配人

に就任

平成25年５月 当社取締役可児ゴルフ場支配人

に就任

平成26年５月 当社取締役富士カントリー可児

クラブ総支配人兼可児ゴルフ場

支配人に就任（現任）
 

(注)２
普通株式

1

取締役 営業部長 安藤　美好 昭和36年９月６日生

 
昭和59年４月 富士カントリー㈱入社

平成４年４月 当社可児ゴルフ場係長

平成11年10月 当社可児ゴルフ場副支配人

平成13年９月 当社美濃ゴルフ場支配人

平成15年４月 当社取締役可児ゴルフ場支配人

に就任

平成25年５月 当社取締役営業部長に就任

（現任）
 

(注)２
普通株式

1

取締役 レストラン部長 長谷川　幸久 昭和34年１月25日生

 
平成元年３月 富士カントリー㈱入社

平成16年４月 同社可児営業所レストラン部門

店長

平成17年１月 当社レストラン部長

平成17年４月 当社取締役レストラン部長に

就任（現任）
 

(注)２
普通株式

1
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

取締役

富士カントリー

可児クラブ

ヘッドキーパー

桃林　秀年 昭和41年３月13日生

 
昭和63年３月 富士カントリー㈱入社

平成17年４月 当社可児ゴルフ場

 ヘッドキーパー兼織部コース

 担当グリーンキーパー

平成18年４月 当社取締役可児ゴルフ場ヘッド

キーパー兼織部コース担当

グリーンキーパーに就任

平成18年11月 当社取締役可児ゴルフ場

 ヘッドキーパーに就任

平成25年12月 当社取締役富士カントリー可児

クラブヘッドキーパーに就任

（現任）
 

(注)２
普通株式

1

監査役  山本　満彦 昭和34年７月24日生

 
平成３年10月 太田昭和監査法人（現　新日本

有限責任監査法人）入所

平成９年４月 公認会計士資格取得

平成10年１月 税理士資格取得

 山本会計事務所所長（現任）

平成26年４月 当社監査役に就任（現任）
 

(注)２

４

普通株式

1

監査役  中野　満 昭和７年９月29日生

 
昭和37年６月 日本ガイシ㈱入社

昭和54年８月 同社工業材料事業本部　製造部

部長

昭和57年６月 同社取締役金属事業部長に就任

昭和61年６月 同社常務取締役金属事業本部長

に就任

平成元年６月 同社専務取締役に就任

平成６年９月 同社顧問

平成17年４月 当社監査役に就任(現任)
 

(注)３
普通株式

1

   計   
普通株式

8

（注）１．監査役山本満彦及び中野満は、社外監査役であります。

２．平成26年４月23日より平成28年４月開催の定時株主総会の終結までとなっております。

３．平成24年４月20日より平成28年４月開催の定時株主総会の終結までとなっております。

４．監査役山本満彦は前任監査役の退任により、その補欠として選任されておりますので、任期は当社定款の規定

により平成28年４月開催の定時株主総会の終結までとなっております。
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６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

（コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方）

当社は、株主を主な会員とするメンバーシップ制のゴルフ場を経営しており、会員の負担により業務運営の健全

性を確保する一方、経営の結果生じた利益はゴルフ場が提供するサービスにより会員に還元されるべきとの基本方

針を掲げております。当社のコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方は、この基本方針実現を目的と

し、経営の効率性・透明性を確保しつつ社会環境・経営環境の変化に迅速に対応しうる組織体制及び内部統制シス

テムの確立に努めております。なお、会員組織としての任意団体である富士カントリー可児クラブ及びその代表者

で構成している理事会との連携は、運営面で会員の声を経営に反映させる一方で、理事会に対して経営状況等を随

時開示するなど、経営の透明化・適正化に寄与しております。

（コーポレート・ガバナンス体制の状況）

①　会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況等

ィ．会社の機関の内容

取締役会

当社の取締役は当事業年度末現在６名であり、取締役会は原則毎月１回の開催により、経営上の重要な意思決

定を効率的に行っております。日常的または迅速を要するゴルフ場の運営面の意思決定は、前記の基本方針に基

づき社長の監督の下、各ゴルフ場支配人が業務を執行する体制が整備されております。

ロ．内部統制システムの整備とリスク管理の状況

当社の内部統制システムといたしましては、平成18年5月23日開催の取締役会で、内部統制システム構築の基

本方針を決議し、コンプライアンス担当取締役、及びリスク管理担当取締役を選任する等、業務の適正を確保す

るために必要な体制整備に努めております。

会計監査人及び法律事務所

当社は会計監査について、会計監査人から監査役及び取締役会が、会社法及び金融商品取引法に基づく会計監

査の報告を受けております。

また、法律事務所と顧問契約を締結し、企業経営及び日常業務に関して法律上のアドバイスを受ける体制を

採っております。

ハ．監査役及び内部監査

当社は監査役制度を採用しており、社外監査役２名を選任しております。各監査役は、取締役会への出席や、

業務及び財務の状況の調査等を通じ、取締役の職務遂行の監査を行っております。監査役の山本満彦氏は、公認

会計士資格および税理士資格を保有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しております。当社

は、会社法第427条第１項および定款第34条第２項の規定に基づき、社外監査役２名との間に会社法第423条第１

項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。なお、当該契約に基づく責任の限度額は、法令が定める

額であります。

また、内部監査につきましては、役員及び従業員の人数が少ないため担当部門はありませんが、業務の相互

チェック機構を通じて不正を防ぐ努力をしております。会計監査人とは、監査計画、監査方針、監査実施状況に

関して定期的に意見交換を行っております。

ニ．会計監査の状況

当社は新日本有限責任監査法人との間で、会社法監査と金融商品取引法監査について、監査契約を締結してお

ります。当社の会計監査業務を執行した業務執行社員と当社の間には、特別の利害関係はありません。

　業務を執行した公認会計士の氏名、所属する監査法人名及び継続監査年数

公認会計士の氏名等 所属する監査法人名

指定有限責任社員

業務執行社員

安田　豊 新日本有限責任

監査法人大橋　正明

※　継続監査年数については、両名とも７年以内であるため記載を省略しております。

監査業務に係る補助者の構成

公認会計士　４名

その他　　　２名
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②　役員報酬の内容

当事業年度における当社の取締役及び監査役に対する報酬等の額

取締役　　　　７名　　　50,878千円

社外監査役　　３名 　　　3,000千円

（注）１.上記には、平成26年４月に退任した取締役１名及び平成26年３月に退任した監査役１名を含んでおり

ます。

２.取締役報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人分給与等は、含まれておりません。

３.取締役報酬等の額には、役員退職慰労引当金繰入額6,840千円及び役員退職慰労金5,358千円が含まれ

ております。

４.当社と社外監査役２名との人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係はありません。ま

た、社外取締役はおりません。

③　取締役の定数

当社の取締役は９名以内とする旨定款に定めております。

④　取締役の選任決議要件

当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株

主が出席し、その議決権の過半数をもって行い、累積投票によらない旨定款に定めております。

⑤　株主の特別決議要件

当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株主

の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めておりま

す。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目

的とするものです。

 

（２）【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

前事業年度 当事業年度

監査証明業務に基づく報酬
（千円）

非監査業務に基づく報酬
（千円）

監査証明業務に基づく報酬
（千円）

非監査業務に基づく報酬
（千円）

8,500 － 8,500 －

 

②【その他重要な報酬の内容】

該当事項はありません。

 

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

該当事項はありません。

 

④【監査報酬の決定方針】

該当事項はありませんが、監査日数等を勘案したうえで決定しております。

 

EDINET提出書類

株式会社可児ゴルフ倶楽部(E04671)

有価証券報告書

19/51



第５【経理の状況】

１．財務諸表の作成方法について
当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号）に基づい

て作成しております。

なお、当事業年度（平成26年２月１日から平成27年１月31日まで）の財務諸表に含まれる比較情報については、

「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成24年９月21日内閣府令第

61号）附則第２条第２項により、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、事業年度（平成26年２月１日から平成27年１月31日

まで）の財務諸表について、新日本有限責任監査法人により監査を受けております。

３．連結財務諸表について
当社は子会社がありませんので、連結財務諸表を作成しておりません。

４．財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて
当社は、財務諸表等の適正性を確保するために、専門的情報を有する団体等が主催する研修・セミナー等に積極的

に参加し適正性確保に取り組んでおります。

EDINET提出書類

株式会社可児ゴルフ倶楽部(E04671)

有価証券報告書

20/51



１【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】
 

  (単位：千円)

 
前事業年度

(平成26年１月31日)
当事業年度

(平成27年１月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 961,956 983,006

売掛金 50,665 43,057

有価証券 352,630 562,748

商品 5,327 4,572

原材料及び貯蔵品 45,653 44,861

前払費用 4,537 7,387

繰延税金資産 41,145 40,928

その他 3,300 6,549

貸倒引当金 △8,011 △2,774

流動資産合計 1,457,206 1,690,338

固定資産   

有形固定資産   

建物 3,752,780 3,817,591

減価償却累計額 △3,191,979 △3,229,517

建物（純額） 560,800 588,073

構築物 4,256,111 4,269,563

減価償却累計額 △3,744,305 △3,793,919

構築物（純額） 511,806 475,644

機械及び装置 217,191 234,100

減価償却累計額 △197,527 △212,276

機械及び装置（純額） 19,663 21,823

車両運搬具 270,022 269,449

減価償却累計額 △259,263 △267,736

車両運搬具（純額） 10,759 1,713

工具、器具及び備品 507,451 513,814

減価償却累計額 △372,828 △390,528

工具、器具及び備品（純額） 134,622 123,286

コース勘定 4,102,769 4,103,834

土地 5,773,290 5,773,290

リース資産 3,456 3,456

減価償却累計額 △2,304 △2,880

リース資産（純額） 1,152 576

建設仮勘定 2,052 9,804

有形固定資産合計 11,116,917 11,098,046
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  (単位：千円)

 
前事業年度

(平成26年１月31日)
当事業年度

(平成27年１月31日)

無形固定資産   

ソフトウエア 7,621 4,523

電話加入権 3,632 3,632

無形固定資産合計 11,253 8,155

投資その他の資産   

投資有価証券 464,761 467,557

出資金 13,899 13,899

長期滞留債権 12,171 14,032

長期前払費用 231 209

繰延税金資産 10,121 9,570

その他 50,400 40,400

貸倒引当金 △8,901 △8,290

投資その他の資産合計 542,685 537,380

固定資産合計 11,670,855 11,643,583

資産合計 13,128,061 13,333,921

負債の部   

流動負債   

買掛金 14,958 13,885

リース債務 604 554

未払金 80,910 127,643

未払費用 127,342 126,498

未払法人税等 3,880 3,880

前受金 296 442

預り金 9,731 8,516

賞与引当金 10,660 10,540

その他 84 －

流動負債合計 248,467 291,961

固定負債   

リース債務 554 －

退職給付引当金 58,798 59,049

役員退職慰労引当金 55,800 47,250

入会預り保証金 42,000 39,000

固定負債合計 157,152 145,299

負債合計 405,620 437,260
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  (単位：千円)

 
前事業年度

(平成26年１月31日)
当事業年度

(平成27年１月31日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 100,000 100,000

資本剰余金   

資本準備金 7,799,180 7,799,180

その他資本剰余金 3,511,558 3,511,558

資本剰余金合計 11,310,738 11,310,738

利益剰余金   

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金 1,312,954 1,484,723

利益剰余金合計 1,312,954 1,484,723

株主資本合計 12,723,693 12,895,462

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △1,252 1,198

評価・換算差額等合計 △1,252 1,198

純資産合計 12,722,441 12,896,661

負債純資産合計 13,128,061 13,333,921
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②【損益計算書】
 

  (単位：千円)

 
前事業年度

(自　平成25年２月１日
　至　平成26年１月31日)

当事業年度
(自　平成26年２月１日
　至　平成27年１月31日)

売上高   

プレー収入 1,297,595 1,278,934

レストラン売上 425,902 421,265

登録料収入 103,710 121,000

年会費収入 160,678 160,426

商品売上収入 40,187 40,527

その他の収入 320 395

売上高合計 2,028,394 2,022,549

売上原価   

商品売上原価   

商品期首たな卸高 3,837 5,327

当期商品仕入高 30,540 29,563

合計 34,378 34,890

商品期末たな卸高 5,327 4,572

商品売上原価 29,050 30,318

原材料費   

原材料期首たな卸高 6,634 6,724

当期原材料仕入高 154,826 154,118

合計 161,460 160,842

原材料期末たな卸高 6,724 7,431

原材料費合計 154,736 153,411

給料及び手当 506,413 509,321

賞与引当金繰入額 7,420 7,350

退職給付費用 7,652 8,094

福利厚生費 77,299 77,099

コース維持費 347,622 327,882

競技費 6,360 6,256

修繕費 39,632 39,500

消耗品費 42,050 41,988

燃料費 51,560 49,360

電力費 51,985 54,694

通信費 11,344 10,527

租税公課 95,130 95,012

保険料 7,649 7,695

減価償却費 144,009 131,907

賃借料 27,682 27,961

雑費 113,309 113,334

売上原価合計 1,720,911 1,691,718

売上総利益 307,483 330,830
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  (単位：千円)

 
前事業年度

(自　平成25年２月１日
　至　平成26年１月31日)

当事業年度
(自　平成26年２月１日
　至　平成27年１月31日)

販売費及び一般管理費   

給料及び手当 64,113 62,810

賞与引当金繰入額 259 269

退職給付費用 1,939 369

役員退職慰労引当金繰入額 55,800 6,840

退職金 － 5,458

福利厚生費 9,026 8,365

広告宣伝費 52,250 49,850

事務用消耗品費 5,472 5,155

交際費 6,206 5,640

会議費 2,181 1,590

租税公課 141 99

賃借料 2,570 2,502

減価償却費 3,063 2,977

諸手数料 29,726 31,971

寄付金 30 30

組合費 2,878 2,981

貸倒引当金繰入額 4,308 △5,775

雑費 54 39

販売費及び一般管理費合計 240,022 181,175

営業利益 67,460 149,654

営業外収益   

受取利息 425 418

有価証券利息 5,264 7,520

受取配当金 125 125

トーナメント補助金 2,913 2,800

コース利用料収入 2,142 1,086

償却債権取立益 6,264 3,768

補助金収入 － 2,984

その他 10,334 9,492

営業外収益合計 27,469 28,195

経常利益 94,929 177,850

特別利益   

固定資産売却益 ※１ 29 －

投資有価証券売却益 543 35

入会預り保証金償還益 1,857 1,703

特別利益合計 2,431 1,738

特別損失   

固定資産除却損 － ※２ 2,879

投資有価証券評価損 － 486

特別損失合計 － 3,365

税引前当期純利益 97,360 176,224

法人税、住民税及び事業税 3,880 3,880

法人税等調整額 △961 574

法人税等合計 2,918 4,454

当期純利益 94,442 171,769
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　平成25年２月１日　至　平成26年１月31日）

       (単位：千円)

 株主資本
評価・換算
差額等

純資産合計

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計
その他有価証
券評価差額金

 

資本準備金
その他資本
剰余金

資本剰余金
合計

その他利益
剰余金

 
繰越利益
剰余金

当期首残高 100,000 7,799,180 3,511,558 11,310,738 1,218,511 12,629,250 900 12,630,151

当期変動額         

当期純利益     94,442 94,442  94,442

株主資本以外の
項目の当期変動
額（純額）

      △2,153 △2,153

当期変動額合計 － － － － 94,442 94,442 △2,153 92,289

当期末残高 100,000 7,799,180 3,511,558 11,310,738 1,312,954 12,723,693 △1,252 12,722,441

 

当事業年度（自　平成26年２月１日　至　平成27年１月31日）

       (単位：千円)

 株主資本
評価・換算
差額等

純資産合計

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計
その他有価証
券評価差額金

 

資本準備金
その他資本
剰余金

資本剰余金
合計

その他利益
剰余金

 
繰越利益
剰余金

当期首残高 100,000 7,799,180 3,511,558 11,310,738 1,312,954 12,723,693 △1,252 12,722,441

当期変動額         

当期純利益     171,769 171,769  171,769

株主資本以外の
項目の当期変動
額（純額）

      2,450 2,450

当期変動額合計 － － － － 171,769 171,769 2,450 174,220

当期末残高 100,000 7,799,180 3,511,558 11,310,738 1,484,723 12,895,462 1,198 12,896,661
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④【キャッシュ・フロー計算書】
 

  (単位：千円)

 
前事業年度

(自　平成25年２月１日
　至　平成26年１月31日)

当事業年度
(自　平成26年２月１日
　至　平成27年１月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前当期純利益 97,360 176,224

減価償却費 143,904 131,765

無形固定資産償却費 3,146 3,097

長期前払費用償却額 22 22

貸倒引当金の増減額（△は減少） △647 △5,847

賞与引当金の増減額（△は減少） 160 △120

退職給付引当金の増減額（△は減少） 3,788 251

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 55,800 △8,550

受取利息及び受取配当金 △550 △543

有価証券利息 △5,264 △7,520

入会預り保証金償還益 △1,857 △1,703

投資有価証券売却損益（△は益） △543 △35

投資有価証券評価損益（△は益） － 486

有形固定資産売却損益（△は益） △29 －

有形固定資産除却損 － 2,879

売上債権の増減額（△は増加） △6,686 5,746

たな卸資産の増減額（△は増加） △1,156 1,546

その他の資産の増減額（△は増加） 4,964 △5,896

仕入債務の増減額（△は減少） 2,256 △1,072

未払消費税等の増減額（△は減少） △966 26,396

その他の負債の増減額（△は減少） △1,833 16,822

小計 291,865 333,948

利息及び配当金の受取額 2,920 6,571

法人税等の支払額 △2,771 △2,997

営業活動によるキャッシュ・フロー 292,015 337,522

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △260,000 △570,000

定期預金の払戻による収入 260,000 460,000

有価証券の取得による支出 － △100,000

有価証券の償還による収入 200,000 50,000

有形固定資産の取得による支出 △101,558 △113,679

有形固定資産の売却による収入 2,046 －

無形固定資産の取得による支出 △6,769 －

投資有価証券の取得による支出 △323,889 △110,952

投資有価証券の売却による収入 20,410 87

保険積立金の積立による支出 △10,000 －

保険積立金の解約による収入 － 10,613

投資活動によるキャッシュ・フロー △219,760 △373,930

財務活動によるキャッシュ・フロー   

リース債務の返済による支出 △604 △604

入会預り保証金の返済による支出 △1,142 △1,296

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,747 △1,901

現金及び現金同等物に係る換算差額 － －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 70,507 △38,309

現金及び現金同等物の期首残高 1,033,504 1,104,011

現金及び現金同等物の期末残高 ※ 1,104,011 ※ 1,065,702
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【注記事項】

（重要な会計方針）

１．有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均

法により算定）を採用しております。

時価のないもの

移動平均法による原価法を採用しております。

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法

商品・原材料・貯蔵品

最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算

定）を採用しております。

３．固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産（リース資産を除く）

①　定率法を採用しております。ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）に

ついては、定額法を採用しております。なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物　　　15～65年

構築物　　10～50年

②　少額減価償却資産

取得価額が10万円以上20万円未満の資産については、３年均等償却によっております。

(2）無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における見込利用可能期間

（5年）に基づく定額法を採用しております。

(3）リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

(4）長期前払費用

均等償却によっております。

４．引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

(2）賞与引当金

従業員の賞与の支払に備えるため、当事業年度に帰属する支給見込額を計上しております。

(3）退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額（簡便法）に基づき、当事

業年度末において発生していると認められる額を計上しております。

(4）役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労金規程に基づく期末要支給額を計上しております。

５．キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能な預金

及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に

償還期限の到来する短期投資からなっております。

６．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税等の処理方法

税抜方式によっております。
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（会計方針の変更）

該当事項はありません。

 

（表示方法の変更）

（損益計算書）

前事業年度まで区分掲記しておりました「営業外収益」の「受取保険金」は、金額的重要性が乏しくなったた

め、当事業年度より「営業外収益」の「その他」に含めて表示しております。この表示方法の変更を反映させるた

め、前事業年度の財務諸表の組替えを行っております。

この結果、前事業年度の損益計算書において、「営業外収益」に表示していた「受取保険金」2,147千円、「そ

の他」8,186千円は、「その他」10,334千円として組み替えております。
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（貸借対照表関係）

該当事項はありません。

 

 

（損益計算書関係）

※１．固定資産売却益の内容は次のとおりであります。

前事業年度
（自　平成25年２月１日
至　平成26年１月31日）

当事業年度
（自　平成26年２月１日
至　平成27年１月31日）

車両運搬具 29千円  －千円

 

 

※２．固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

前事業年度
（自　平成25年２月１日
至　平成26年１月31日）

当事業年度
（自　平成26年２月１日
至　平成27年１月31日）

建物 －千円  2,879千円
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（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自　平成25年２月１日　至　平成26年１月31日）

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項

 
当事業年度
期首株式数
（株）

当事業年度
増加株式数
（株）

当事業年度
減少株式数
（株）

当事業年度末
株式数
（株）

発行済株式     

普通株式 9,430 － － 9,430

劣後株式 7,110 － － 7,110

合計 16,540 － － 16,540

 

２．自己株式の種類及び総数に関する事項

該当事項はありません。

 

３．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

該当事項はありません。

 

４．配当に関する事項

該当事項はありません。

 

当事業年度（自　平成26年２月１日　至　平成27年１月31日）

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項

 
当事業年度
期首株式数
（株）

当事業年度
増加株式数
（株）

当事業年度
減少株式数
（株）

当事業年度末
株式数
（株）

発行済株式     

普通株式 9,430 － － 9,430

劣後株式 7,110 － － 7,110

合計 16,540 － － 16,540

 

２．自己株式の種類及び総数に関する事項

該当事項はありません。

 

３．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

該当事項はありません。

 

４．配当に関する事項

該当事項はありません。
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（キャッシュ・フロー計算書関係）

※　　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前事業年度

（自　平成25年２月１日
至　平成26年１月31日）

当事業年度
（自　平成26年２月１日
至　平成27年１月31日）

現金及び預金勘定 961,956千円 983,006千円

有価証券勘定 352,630 562,748

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △160,000 △270,000

償還期間が３ヶ月を超える債券等 △50,575 △210,053

現金及び現金同等物 1,104,011 1,065,702

 

 

（リース取引関係）

（借主側）

１．ファイナンス・リース取引

所有権移転外ファイナンス・リース取引

①　リース資産の内容

厨房機器

②　リース資産の減価償却の方法

重要な会計方針「３．固定資産の減価償却の方法」に記載のとおりであります。

 

２．オペレーティング・リース取引

オぺレーティング・リース取引は重要性が乏しいので記載は省略しております。
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（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項

(1）金融商品に対する取組方針

資金をリスクの僅少な預金及び一定以上の格付けをもつ安全性の高い金融資産で運用しており、投機的

な取引は行わない方針であります。

 

(2）金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である売掛金は、主として会員の年会費及びクレジット会社への債権であります。これらの債

権は一般的な回収リスクを有しておりますが、未収年会費に関してはクラブ規約等に従った回収努力を行

うことにより、また未収クレジットに関しては大手クレジット会社との取引を行うことによりリスクの軽

減を図っております。

営業債務である買掛金及び未払金は、そのほとんどが１年以内の支払期日であり、これらは流動性リス

クを有しておりますが、当社では月次資金繰計画表を作成し、管理体制を構築しております。

 

(3）金融商品に係るリスク管理体制

①　信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

未収クレジットの信用リスクは大手クレジット会社との取引を行うことにより、軽減を図っておりま

す。

②　市場リスク（金利等の変動リスク）の管理

当社は、借入金がないため支払金利の変動リスクはありません。また、運用を行っている金融商品につ

いては、固定金利又は変動リスクの僅少なものを選択することによって市場リスクの軽減を図っておりま

す。

③　資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

財務部門が、月次資金繰計画表を作成し、手許流動性の維持などにより流動性リスクを管理しておりま

す。

 

(4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額

が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採

用することにより、当該価額が変動することがあります。
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２．金融商品の時価等に関する事項

貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握するこ

とが極めて困難と認められるものは含まれておりません（（注）２．参照）。

 

前事業年度（平成26年１月31日）

 
貸借対照表計上額
（千円）

時価（千円） 差額（千円）

(1）現金及び預金 961,956 961,956 －

(2）有価証券及び投資有価証券 724,762 724,762 －

資産計 1,686,718 1,686,718 －

 

当事業年度（平成27年１月31日）

 
貸借対照表計上額
（千円）

時価（千円） 差額（千円）

(1）現金及び預金 983,006 983,006 －

(2）有価証券及び投資有価証券 937,676 937,676 －

資産計 1,920,683 1,920,683 －

 

（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

(1）現金及び預金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま

す。

(2）有価証券及び投資有価証券

これらの時価については、キャッシュ・リザーブ・ファンドは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額

にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。債券及び上場株式は、証券会社から提示された価

格によっております。また、保有目的ごとの有価証券に関する事項については、注記事項「有価証券関係」

をご参照下さい。

 

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

（単位：千円）
 

区分
前事業年度

（平成26年１月31日）
当事業年度

（平成27年１月31日）

非上場株式 92,629 92,629

非上場株式については、市場価格がなく、かつ、将来キャッシュ・フローを見積ることなどができず、時価を把握

することが極めて困難と認められるものであるため、「(2）有価証券及び投資有価証券」には含めておりません。
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３．金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額

前事業年度（平成26年１月31日）

 
１年以内
（千円）

１年超
５年以内
（千円）

５年超
10年以内
（千円）

10年超
（千円）

現金及び預金 961,956 － － －

有価証券及び投資有価証券     

その他有価証券のうち満期があるもの     

（1）債券     

①　社債 － 210,000 － －

②　その他 50,000 160,000 － －

（2）その他 302,055 － － －

合計 1,314,011 370,000 － －

 

当事業年度（平成27年１月31日）

 
１年以内
（千円）

１年超
５年以内
（千円）

５年超
10年以内
（千円）

10年超
（千円）

現金及び預金 983,006 － － －

有価証券及び投資有価証券     

その他有価証券のうち満期があるもの     

（1）債券     

①　社債 100,000 310,000 － －

②　その他 110,000 50,000 － －

（2）その他 352,695 － 10,000 －

合計 1,545,702 360,000 10,000 －
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（有価証券関係）

１．その他有価証券

前事業年度（平成26年１月31日）

 種類
貸借対照表計上額
（千円）

取得原価（千円） 差額（千円）

貸借対照表計上額が取得

原価を超えるもの

(1）株式 － － －

(2）債券    

①　国債・地方債等 － － －

②　社債 10,023 10,000 23

③　その他 101,850 99,356 2,493

(3）その他 － － －

小計 111,873 109,356 2,516

貸借対照表計上額が取得

原価を超えないもの

(1）株式 － － －

(2）債券    

①　国債・地方債等 － － －

②　社債 201,860 203,533 △1,673

③　その他 108,974 110,145 △1,171

(3）その他 302,055 302,055 －

小計 612,889 615,733 △2,844

合計 724,762 725,090 △327

（注） 非上場株式（貸借対照表計上額92,629千円）については、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見

積ることなどができず時価を把握することが極めて困難と認められることから、上表の「その他有価証券」に

は含めておりません。
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当事業年度（平成27年１月31日）

 種類
貸借対照表計上額
（千円）

取得原価（千円） 差額（千円）

貸借対照表計上額が取得

原価を超えるもの

(1）株式 － － －

(2）債券    

①　国債・地方債等 － － －

②　社債 213,914 212,648 1,265

③　その他 151,450 149,602 1,847

(3）その他 － － －

小計 365,364 362,251 3,112

貸借対照表計上額が取得

原価を超えないもの

(1）株式 414 414 －

(2）債券    

①　国債・地方債等 － － －

②　社債 199,220 200,000 △780

③　その他 9,983 10,000 △17

(3）その他 362,695 362,695 －

小計 572,312 573,109 △797

合計 937,676 935,360 2,315

（注）１.非上場株式（貸借対照表計上額92,629千円）については、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを

見積ることなどができず時価を把握することが極めて困難と認められることから、上表の「その他有価証

券」には含めておりません。

２.表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。
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２．売却したその他有価証券

前事業年度（自　平成25年２月１日　至　平成26年１月31日）

種類 売却額（千円） 売却益の合計額（千円） 売却損の合計額（千円）

(1）株式 － － －

(2）債券    

①　国債・地方債等 － － －

②　社債 20,410 543 －

③　その他 － － －

(3）その他 － － －

合計 20,410 543 －

 

当事業年度（自　平成26年２月１日　至　平成27年１月31日）

種類 売却額（千円） 売却益の合計額（千円） 売却損の合計額（千円）

(1）株式 87 35 －

(2）債券    

①　国債・地方債等 － － －

②　社債 － － －

③　その他 － － －

(3）その他 － － －

合計 87 35 －

 

（デリバティブ取引関係）

該当事項はありません。
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（退職給付関係）

前事業年度（自　平成25年２月１日　至　平成26年１月31日）

１．採用している退職給付制度の概要

当社は、確定給付型の制度として、総合職及び一般職の従業員の退職金並びにキャディ及び専任職の従業

員の退職金に対し、退職一時金制度を設けております。なお、当社は、退職給付債務を算定するにあたり簡

便法を採用しております。

 

２．退職給付債務に関する事項

（1）退職給付債務 △58,798千円

（2）退職給付引当金 △58,798千円

 

 

３．退職給付費用に関する事項

（1）勤務費用 9,591千円

（2）退職給付費用 9,591千円

 

当事業年度（自　平成26年２月１日　至　平成27年１月31日）

１.採用している退職給付制度の概要

当社は、確定給付型の制度として、総合職及び一般職の従業員の退職金並びにキャディ及び専任職の従業

員の退職金に対し、退職一時金制度を設けております。当社が有する退職一時金制度は簡便法により、退職

給付引当金及び退職給付費用を計算しております。

 

２.簡便法を適用した確定給付制度

（1）簡便法を適用した制度の、退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表

 退職給付引当金の期首残高 58,798千円

 退職給付費用 8,463千円

 退職給付の支払額 △8,212千円

 退職給付引当金の期末残高 59,049千円

 

（2）退職給付債務の期末残高と貸借対照表に計上された退職給付引当金の調整表

 非積立制度の退職給付債務 59,049千円

 貸借対照表に計上された負債の金額 59,049千円

 退職給付引当金 59,049千円

 貸借対照表に計上された負債の金額 59,049千円

 

（3）退職給付費用

 簡便法で計算した退職給付費用 8,463千円
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（ストック・オプション等関係）

該当事項はありません。

 

（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前事業年度

（平成26年１月31日）
 

当事業年度
（平成27年１月31日）

繰延税金資産    

税務上の繰越欠損金 490,255千円 5,616千円

貸倒引当金 6,511  4,005

賞与引当金 4,104  3,815

未払固定資産税 36,694  34,313

退職給付引当金 21,284  21,375

役員退職慰労引当金 20,553  17,104

減損損失 5,042,394  5,022,900

その他 2,877  2,083

繰延税金資産小計 5,624,676  5,111,215

評価性引当額 △5,567,779  △5,054,882

繰延税金資産合計 56,897  56,332

繰延税金負債    

コース勘定 △4,706  △4,706

その他有価証券評価差額金 △924  △1,126

繰延税金負債合計 △5,630  △5,832

繰延税金資産の純額 51,267  50,499

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

 
前事業年度

（平成26年１月31日）
 

当事業年度
（平成27年１月31日）

法定実効税率 38.5％  38.5％

（調整）    

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.3  △0.0

住民税均等割 4.0  2.2

税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 -  2.0

評価性引当金の減少 △40.2  △290.4

繰越欠損金の期限切れ -  250.2

その他 0.4  -

税効果会計適用後の法人税等の負担率 3.0  2.5

 

３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

「所得税法等の一部を改正する法律」（平成27年法律第9号）が平成27年３月31日に公布され、平成27年４

月１日以後に開始する事業年度から法人税率等の引下げ等が行われることになりました。これに伴い、繰延税

金資産及び繰延税金負債の計算に使用される法定実効税率は、平成28年２月１日に開始する事業年度に解消が

見込まれる一時差異については従来の36.2％から34.5％となります。

この税率変更による影響は軽微であります。
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（持分法損益等）

該当事項はありません。

 

（企業結合等関係）

該当事項はありません。

 

（資産除去債務関係）

該当事項はありません。

 

（賃貸等不動産関係）

該当事項はありません。

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

当社は、ゴルフ場の経営及びこれに付随する事業を営む単一セグメントであるため、記載を省略しており

ます。

 

【関連情報】

１．製品及びサービスごとの情報

当社は、ゴルフ場の経営及びこれに付随する事業を営む単一セグメントであるため、記載を省略して

おります。

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

当社の外部顧客への売上高は全て本邦に置けるもののみであるため、該当事項はありません。

 

(2）有形固定資産

当社の有形固定資産は、全て本邦に所在しているため、該当事項はありません。

 

３．主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載を省略

しております。

 

 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

該当事項はありません。

 

【関連当事者情報】

該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

 
前事業年度

（自　平成25年２月１日
至　平成26年１月31日）

当事業年度
（自　平成26年２月１日
至　平成27年１月31日）

１株当たり純資産額 1,320,695.12円 1,338,780.61円

１株当たり当期純利益金額 9,803.93円 17,831.09円

 

（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前事業年度

（自　平成25年２月１日
至　平成26年１月31日）

当事業年度
（自　平成26年２月１日
至　平成27年１月31日）

当期純利益（千円） 94,442 171,769

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る当期純利益（千円) 94,442 171,769

期中平均株式数（株）   

　　　　　　普通株式 9,430 9,430

　　　　　　劣後株式(普通株式換算後) 203 203

計 9,633 9,633

なお、当社が剰余金の配当または残余財産の分配をするときは、劣後株式に先だって、普通株式に配当または分配を

なし、普通株式1株の配当額または分配額は、劣後株式35株の配当額または分配額と同等であります。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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⑤【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

投資有価証券
その他

有価証券

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額

（千円）

株式会社ケーブルテレビ可児 100 5,000

株式会社房総カントリークラブ 1,783 58,321

株式会社笠間ゴルフクラブ 1,730 29,307

株式会社明智ゴルフ倶楽部 180,000 0

ジャパンディスプレイ 1,000 414

計 184,613 93,043

 

【債券】

有価証券
その他

有価証券

銘柄
券面総額
（千円）

貸借対照表計上額
（千円）

スペイン開発金融公庫円貨債券 110,000 110,063

エミレーツＮＢＤユーロ債 100,000 99,990

小計 210,000 210,053

投資有価証券
その他

有価証券

第１回メリルリンチ・アンド・

カンパニー・インク円貨社債
100,000 104,540

第12回日本板硝子社債 100,000 99,340

第11回光通信社債 100,000 99,230

シルフリミテッドシリーズ　1267 50,000 51,370

第５回ＳＢＩホールディングス

無担保社債
10,000 10,034

小計 360,000 364,514

計 570,000 574,567

 

【その他】

有価証券
その他

有価証券

種類及び銘柄 投資口数等（千口）
貸借対照表計上額

（千円）

（投資信託受益証券）   

野村キャッシュ・リザーブ・

ファンド
352,695 352,695

小計 352,695 352,965

投資有価証券
その他

有価証券

（合同運用指定金銭信託）   

ＯＫＢファンド 10,000 10,000

小計 10,000 10,000

計 362,695 362,695
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【有形固定資産等明細表】

資産の種類
当期首残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（千円）

当期末残高
（千円）

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額
（千円）

当期償却額
（千円）

差引当期末
残高(千円)

有形固定資産        

建物 3,752,780 67,926 3,116 3,817,591 3,229,517 37,774 588,073

構築物 4,256,111 13,850 398 4,269,563 3,793,919 50,012 475,644

機械及び装置 217,191 17,013 104 234,100 212,276 14,853 21,823

車両運搬具 270,022 － 573 269,449 267,736 9,045 1,713

工具、器具及び備品 507,451 8,166 1,803 513,814 390,528 19,503 123,286

コース勘定 4,102,769 1,064 － 4,103,834 － － 4,103,834

土地 5,773,290 － － 5,773,290 － － 5,773,290

リース資産 3,456 － － 3,456 2,880 576 576

建設仮勘定 2,052 72,698 64,946 9,804 － － 9,804

有形固定資産計 18,885,126 180,720 70,940 18,994,906 7,896,859 131,765 11,098,046

無形固定資産        

ソフトウエア 20,330 － － 20,330 15,807 3,097 4,523

電話加入権 3,632 － － 3,632 － － 3,632

無形固定資産計 23,962 － － 23,962 15,807 3,097 8,155

長期前払費用 400 － － 400 190 22 209

繰延資産 － － － － － － －

繰延資産計 － － － － － － －
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【社債明細表】

該当事項はありません。

 

【借入金等明細表】

区分
当期首残高
（千円）

当期末残高
（千円）

平均利率
（％）

返済期限

１年以内に返済予定のリース債務 604 554 － －

リース債務
（１年以内に返済予定のものを除く。）

554 － － －

合計 1,159 554 － －

（注）リース債務の平均利率については、リース料総額に含まれる利息相当額を控除する前の金額でリース債務を貸借

対照表に計上しているため、記載しておりません。

 

 

【引当金明細表】

区分
当期首残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（目的使用）
（千円）

当期減少額
（その他）
（千円）

当期末残高
（千円）

貸倒引当金 16,912 11,065 72 16,840 11,065

賞与引当金 10,660 10,540 10,660 － 10,540

役員退職慰労引当金 55,800 6,840 15,390 － 47,250

（注）　貸倒引当金の「当期減少額（その他）」は、洗替による戻入額であります。

 

 

【資産除去債務明細表】

該当事項はありません。
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（２）【主な資産及び負債の内容】

①　資産の部

ａ．現金及び預金

区分 金額（千円）

現金 8,875

預金  

普通預金 704,131

定期預金 270,000

小計 974,131

合計 983,006

 

ｂ．売掛金

イ．相手先別内訳

相手先 金額（千円）

株式会社十六カード 8,304

株式会社名古屋カード 8,121

三菱ＵＦＪニコス株式会社 6,852

三井住友カード株式会社 4,444

トヨタファイナンス株式会社 2,329

その他 13,005

合計 43,057

 

ロ．売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

当期首残高
（千円）

当期発生高
（千円）

当期回収高
（千円）

当期末残高
（千円）

回収率（％） 滞留期間（日）

(A) (B) (C) (D)

 
(C)

×100
(A) ＋ (B)

 

 
 (A) ＋ (D) 

 ２  

 (B)  

 365  
 

50,665 1,652,235 1,659,843 43,057 97.4 10.3

（注）　当期発生高には消費税等が含まれております。

EDINET提出書類

株式会社可児ゴルフ倶楽部(E04671)

有価証券報告書

46/51



ｃ．商品

品目 金額（千円）

商品

プロショップ商品

 

4,572

合計 4,572

 

ｄ．原材料及び貯蔵品

品目 金額（千円）

原材料

レストラン食材

 

7,431

小計 7,431

貯蔵品

消耗品

 

37,430

小計 37,430

合計 44,861

 

 

②　負債の部

ａ．買掛金

相手先 金額（千円）

株式会社ナカヤマ 2,790

マルシゲ青果 2,007

藤桂京伊株式会社 1,033

ユーシーシーフーヅ株式会社 874

株式会社アイショウ 784

その他 6,394

合計 13,885

 

（３）【その他】

該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ２月１日から１月31日まで

定時株主総会 ４月中

基準日 １月31日

株券の種類 １株券・100株券・1,000株券及び100株未満の株数を表示した株券

剰余金の配当の基準日 １月31日

１単元の株式数 該当事項なし

株式の名義書換え  

取扱場所 日本証券代行㈱　本店

株主名簿管理人 日本証券代行㈱

取次所 日本証券代行㈱　支店

名義書換手数料 取締役会で定める

新株交付手数料 無料

単元未満株式の買取り  

取扱場所 該当事項なし

株主名簿管理人 該当事項なし

取次所 該当事項なし

買取手数料 該当事項なし

公告掲載方法

電子公告により行う。ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子

公告による公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載して行

う。

公告掲載URL：　http://www.kani-club.jp

株主に対する特典

当会社の発行する株式のうち、株券に「クラブ規約に基づき当会社の経営

するゴルフ場の会員となる資格を有する」旨の記載のある株式１株以上を

所有する株主は、クラブ規約に基づき当会社の経営するゴルフ場の会員と

なる資格を有する。

（注）　当社の株式の譲渡または取得については、株主または取得者は、取締役会の承認を受けなければなりません。
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

該当事項はありません。

 

２【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1）有価証券報告書及びその添付書類

事業年度（第41期）（自　平成25年２月１日　至　平成26年１月31日）　平成26年４月24日東海財務局長に

提出。

(2）半期報告書

（第42期中）（自　平成26年２月１日　至　平成26年７月31日）　平成26年10月28日東海財務局長に提出。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の監査報告書  

 

  平成27年４月24日

株式会社可児ゴルフ倶楽部  

 取　締　役　会　 御　中  

 

 新日本有限責任監査法人  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 安田　　豊　　印

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 大橋　正明　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社可児ゴルフ倶楽部の平成26年２月１日から平成27年１月31日までの第42期事業年度の財務諸表、すなわち、

貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属

明細表について監査を行った。

 

財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示

することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が

必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することに

ある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに

基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査

法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。財務

諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に

際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。

また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

可児ゴルフ倶楽部の平成27年１月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・

フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　　上

 

　　（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれておりません。
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